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P F I手法を活用した公共駐車場の整備

PFlとは

■ ｢PFl (Private Finance Initiative:プライベートファイナンス･イニシアティブ) ｣とは､公共施設

等の建設､維持管理､運営等を民間の資金､経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法です｡

LPFlの導入により､国や地方公共団体の事業コストの削減､より質の高い公共サ-ビスの提供を目指

します｡

ヽ我が国では､ ｢民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律｣ (PFl法)が平成

i l年7月に制定され､平成1 2年3月にPFIの理念とその実現のための方法を示す｢基本方針｣,btlt､

民間資金等活用事業推進委員会(PFl推進委員会)の議を経て､内閣総理大臣によって策定され､

PFl事業の枠組みが設けられました｡

●英国など海外では､既にPFl方式による公共サービスの提供が実施されており､有料橋､鉄道､病院､

学校などの公共施設等の整備等､再開発などの分野で成果を収めています｡

出典: ｢内閣府　民間資金等活用事業推進室(PFl推進室) ｣ホームページ

P F l手法を活用した公共駐車場の事業スキーム

虚虫立採算型 �5H�ｸ7(5為y?ﾈﾅ��
チ::三､ 佰hｺH郢�ﾙ9�,ﾈｬyyﾘ�"�国補助金公共施設等の管理者料金 PFl 

引庫業会帽料金*iJ (spc)者 刎ﾘｴﾉ�案���OｩF仞�{�ﾂ��fﾈ馼ｼh檍����5�2��

駐車場サービス �)8棈�ｨ5H�ｸ7(5��

a �)8鋹{���ﾙ.�,ﾈ齷u)7�*ｩNHｧ)4俘(*(+ﾘ-ⅸ5H�ｸ7(5�,i��:�+R�公共施設等の管理者(行政)はPFl事業者へ設計､建設及び運営､ 
た運営が期待できるoPF一事業者が事業リスクを負担するため､ �ｸ鰄ｬyyﾙ9�/�勾�X+ZIy駅��(-i)8棈�ｨ5H�ｸ7(5�/�/�ｹ�+X-ﾈ+v��

行政のリスクも小さいo 倬hｼh5(5�6x,ﾘﾗ9�ﾘ*�.x,ﾈ迚ZX*(,�.h.亜��+X-ﾈ+v��

駐車料金設定の自由度が比較的高いため､サービスと連動した 俛�*�.x,ﾉ^(�ｾ�*ｩ;�?ﾈ,X*ｸ.��ｨﾘx,�,ﾘ馼ｼiN�,ﾈﾇ侏�*ｩ�ﾘ.x.ｨ.薬�

運営が期待できるo PFl事業者が事業リスクを負担するため､行政のリスクも小さいo ��fﾈ馼ｼh�(,�,h,(,H,ﾚI.�8ｨ5�4�,ﾈ馼ｼh,h,�.薬�

大阪府吹田市(江坂) ���侈x竧訷�2�

例 兀�Hﾊx苻ﾕﾘ�2�奈良県橿原市 

※このほかに､行政と民間の両方の資金を用い建設し､ PFl事業会社(SPC)が駐車料会でコスト回収するジョイントベンチャー型もありま

す｡ (駐車場の事例はありません)
※取手市で行われているように､サービス購入型と収益事業を抱き合わせた事業手法は再開発事業との事業化も想定でき､今後有力な整

備手法といえましょう｡

【関連法藁等】
1.PFl法

2.PFl基本方針

3.PFlのガイドライン

4.SPC

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(平成1 1年7月30日　法律第1 1 7号)

民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針(平成1 2年3月1 3日)

①PFI事業実施プロセスに関するガイドライン(平成1 3年l月22日)

②PFl事業におけるリスク分担等に関するガイドライン(平成1 3年1月22日)

③VFM (Vatue For Money)に関するガイドライン(平成1 3年7月27日)

事業を推進するSpecial Purpose Company (特別目的会社)の略｡

PFlでは当該事業の実施を目的として事業会社が設立される｡



PF l事業のプロセス

公共施設の管理者等
●民間事業者の発案に係る受付､評価等を行う体制の整備等

事　　業　　の　　発　　案

実施方針の策定及び公表

特定事業(PFl事業)の評価･選定､公表

民間事業者の募集､評価･選定､公表

協定等の締結等

事　　　業　　　の　　　終　　　了

●PFl事業として実施することの検討､民間事業者からの発案の積極的な取り
上げ
●PFl事業としての適合性が高く､かつ､国民のニーズに照らし､早期に着手す
べきものと判断される事業から､実施方針を策定する等の手続きに着手

●公平性､透明性に配慮した､早い段階での実施方針の策定､公表

●民間事業者の参入に配慮した内容の具体性と､検討進捗に伴う内容の順次
詳細化､補完の許容
●公共施設等の管理者等の関与､想定されるリスク及びその分担をできる限
り具体的に明確化
●必要な許認可等､民間事業者が行い得る公共施設等の維持管理又は運営の
範囲､適用可能な補助金､融資等の具体的内容をできる限り明確化

●PFl事業として実施することにより､効率的かつ効果的に実施できることが
基準(同一サービス水準の下での公的財政負担の縮減､同一負担水準の下
での公共サービス水準の向上等)

●VFM算定に当たっての公的財政負担の総額の現在価値換算による評価(所
要の適切な調整を行った上で)

●定量的評価の原則と､これが困難な場合における客観性を確保した上での
定性的評価
●選定の結果等の公表における透明性の確保

公共施設等の管理者等
●競争性の担保､手続きの透明性の確保

●民間事業者の創意工夫の発揮への留意､提案準備期間確保への配慮
●価格以外の条件をも考慮した｢総合評価｣を行う場合における評価基準の
客観性の確保
●民間事業者の質問に対する公正な情報提供
●選定の結果等の公表における透明性の確保

●協定等による規定とその公開
･当事者間の権利義務等についての具体的かつ明確な取決め

･適正な公共サービス提供の担保のための規定
･リスク配分の適正化に配慮したリスク分担の明確化､リスクの軽減･除去へ

の対応の明確化
･事業終了時､事業継続困難の場合､契約解除に関する具体的かつ明確な規定
･選定事業の態様等に応じた適切な取決め

･協定等の解釈に疑義が生じた場合等についての具体的かつ明確な規定

公共施設等の管理者等と選定事業者
●協定等に従った事業の実施
●提供される公共サービスの水準のサーベイランス等

●土地等の明渡し等､あらかじめ協定等で定めた資産の取扱いにのっとった
措置

出典: ｢内閣府　民間資金等活用事業推進室(PFl推進室) ｣ホームページ
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P F l手法による公共駐車場(駐輪場含む)整備事例

事 莱 内 杏 冖ﾈ��取手駅北地区C街区 倅俔ﾘ踊�]9)8棈�ｩ���ふれあい広場他有料 俔ﾘﾞ(遥>ﾉzy�ﾉ)8棈�｢�橿原市近鉄八木駅前 �'ﾈ,ﾉ,ｹ�ﾈ齷5ﾘ鋹)8鍈�

共同ビル整備事業 儖X馼ｼb�駐車場整備事業 ��餔X馼ｼb�地下駐車場当整備 ��ｩ�餔X戊�8馼ｼb�

事業主体 ���侈x竧訷�2�福井県鯖江市 兀�Hﾊx苻ﾕﾘ�2�大阪府 �=驂xﾊxｨ�ﾋH�2�東京都足立区 

方式 �%D��Bo† �&��R�Bo† �%D��臣OT 

公共施設 倡9j�5H�ｸ7(5育ｹ�ﾚB�ﾏhｺI^���駐車場 �)8棈�｢�駐車場､駐輪場 �)8棈�ｪI)9}h�｢�駐輪場 

期間 �3�D��7年 妬D��15年 ��ｳYD��10年 

優先交渉権者 剞V日本製織ク小ルーフ○ �ｨﾔぺ4x8��4x5���4�7ﾘ6ﾚH5ｨ986�8h8｢ﾘ8｢ﾘ5h984蹈鋳�飛島建設㈱ パーク24㈱ �ｩ�ﾈ鉙7(8ｸ5H�ｸ7(5��井�ピ�8ﾈ5h5h.(��98x｢��新日本製織ク小ルーフ○ ��ｹzy)9}h�ｨｬyyﾘx｢�

アドハ小イサ小lJ-業務 �(社)日本駐車場工学 研究会 �� �6ｨ8X�ｸ5x4x4��三菱総合研究所 佶ｩ�ﾘｵｨ��ﾊHｸh��

補助金寄 剌､業.サーヒttス業集積関 連施設整備補助 辻�- 辻�特定交通安全施設等 整備事業 (分割交付で協議中) 辻�

事業内容 剞ﾝ計､建設､維持管理 �)8棈�ｨ*�.h-�WI��邊�設計､建設､維持管理 ��ﾘﾇjHﾉｩ�ﾚH査鰄ｬyyﾒ�設計､建設､維持管理 ��ﾘﾇjHﾉｩ�ﾚH査鰄ｬyyﾒ�運営 ��ﾘ,ﾉ�ﾘﾇjHﾉｩ�ﾚH戊�2�*�.h-�査鰄ｬyyﾒ�運営 �阮2�運営 �阮2�

ス ケ ジ ユ I ル 們�郢_ｹ�ｨ,ﾈﾏiUﾂ�H13.6.8 買�B纈�3�� 買�2���3��H13.4.20 買�2纈����

特定事業の選定. 公表 買�2綯�#"�H14.10.25 ��H13.3.30 買�2綯���H13.10.14 

募集要項配布 買�2綯�#Rﾓ#��H14.10.25 陪ﾆﾂ貳ﾂ�"�委i^Xﾏhﾙ���H13.5.9-15 陪ﾃ2綯�#Rﾓ#��H13.10.22-26 

募集要項の説明会 買�2綯�#��H14.ll.5 ��H13.5.ー8 買�2縒綯�H13.10.26 

一時提案の受付 買�2繧纈ﾓ���H14.ll.29 ��H13.6.20一一26 買�2縒�3��H13.ll.26-30 

一時提案審査結果 発表 買�2繧�#B�- ��H13.7.30 買�2繧�#r�H13.12.21 

二次募集要項配布 買�2���絣�- 陪ﾆﾂ��"��r���i?�鵁ﾏi^R��H13.8.8 ��H13.12.21 

二次提案の受付 買�2��"紕�- ��H13.10.3 ��H14.2.4 

優先交渉権者の公 秦 買�2��"�#r�H15.1.10 買�"��貳ﾂ�以�.磯hｼh�),ｩ&ﾒ��H13.ー2.ll 陪ﾃB��貽��H14.3.5 

SPCの設立等 冕).�� 買�"�"�#��磯hｼi+(�2��H14.3.25 (契約締結) ��H14.8.7(契約締 結) 

規模等 刮�ﾊ積:14,500m2 店�8�,ﾉ)8棈�｢�354台 俾�:竟H�ｳ�Y�H決�2�自動車200台以上 俾�5ﾘ銈��3���B�自動車:400台 自転車:2,000台 佗cS3i�B�俾�:�?�}c3��B�自転車500台以上 

その他. 勍市有地と民間地権者 倅俔ﾘ遥����3I�B��平面駐車場 ���s)&��･民間事業施設を併設 兌ﾙ'X*ｸ夊ﾚｩWH齷5ﾘ鍈�

用地に建設する共同 ビル ･余剰容積は収益施設 ��遥8ﾉ�bﾕ�ンy�B��x�遥8ﾉ�i?��ピ��B��x�遥8ﾉ�h蔟��#i�B��西鯖江駅に隣接する 既存駐車場2箇所 (354台)の再整備と 劔)8棈�｢�齷5ﾘ鋹w�揵Z鵜ﾉHH,ﾂ�

を誘致し､地代を地権 者に支払う〇 ･賑わい性のある施設 が整備されるo 兌h嶌5ｨ985��ｲ�3���B��有料化 PFl的手法 運営開始 H12.4.1 劍��邊�

VFMの考え方

VFM(Value For Money)とは､ ｢公共資金の最も効率的な運用｣のことで､

｢同一のコストの下で､より質の高いサービスを提供する｣もしくは｢同一水準の

サービスならばより低いコストで提供すること｣によりその達成を目指します｡

VFMの達成のためには､従来型の公共事業手法での行政のコストの推計値(PS

C:Public Sector Comparator)とPF=こよる行政のコスト負担額との比

較を行い､ PF=こよる行政の負担額の方が少なくなければなりません｡

PFl事業が事業期間全体を通してのコスト削減を目指していることから､比較にお

いては､事業期間全体におけるコスト(ライフサイクルコスト: (LCC)企画段階､

建設段階､維持管理段階､運営段階を含めた事業全体のコストの総計)によって行

います｡

V FM概念図

運営費 ��8�8�9?ｩ?ｨ�2'鉗鉅�8�ｸ�5Eddﾉ/2�

税金.配当金 

運営費 

翠 

建姦費 

支.u息 ��支払利息 

出典: ｢東京都におけるPFl基本方針　平成1 2年1 2月｣による



P F l手法による公共駐車場整備に対する支援制度　　　　　平成1 5年3月現在

事業名 ����ｲ隘Iwb�事業主体 �4Ywb�備考 

【補助】 况ﾈ��,委�,ｨ*ｨ�(b險ﾙlﾈ+r�地方自治体 竸(�zcｲ�制度の創設 平成12年度 

都市再生交通拠点整備 �.��Y78�8,ﾈ5��ｸ7�6�8ｸ陽B�都市碁盤整備公団 俛�ﾓ��ﾃ2�

事業(国土交通省) �&饑ｸﾅ8�8,ﾉ(i�8踊,�,x,�*��第3セクター 倡9*ﾉ�｢ﾓ��ﾃ2�

(都心交通改善事業を �*(,I�餔X+x.�)8棈�ｨ,���+r�民間等 竸(����ｹzcｳ��ﾃB�

拡充し名称変更) �.竸(�����8ﾌ��I�Cｸ･H,ｳS���B�

【補助】 特定交通安全施設等整 備事業 (国土交通省) 仗亶ﾘ,佰�,ｨ,ﾈ���8/�ｦﾙ]ｸ+r�-x*ｹ;刋�,�*�*

【無利子融資】 �;刋姥I�饂�,X*�.�78�8ﾇh枌�地方公共団体 地方道路公社 冖9y育�uｨ��ｲ�制度の創設 平成12年度 

道路特別会計よりの無 �)8棈�ｩiH,ﾙ78�8ﾇh枴)8棈�｢�俛�ﾓ��ﾃ2�

利子貸付金(有料道路 �,傀�+�.�)8棈�ｨ,Y)8棈�ｩ���宙�9*ﾉ�｢ﾓ��ﾃ2��

整備資金) 儖Y&霎h轌.永H,ﾙXﾙ'Xｶ�k����竸(����ｹzcｳ��ﾃB�

(国土交通省) 凭�*ｩ.�-�.x.ｪH�vY�I�H*｢�����H決�8*�,(+ｸ,ﾈﾉｩ�ﾒ�N�*｣(壓苓決�8,X*�.�+�,f����8ﾌ��I�Cｸ･H,ｳS���B�

【補助】 中心市街地商業活性化 総合支援事業 �(i�8�8･�&險��ｸ峪d�,舒�,2�*(,H�9*ﾉ�ｨ*ｨﾟI.�+x.舒馮ｲ�ﾇh柯,��X,�,JH�j�.(馼ｼb��(,ﾉy云i�ｸ/�ﾘ(-�.�+ﾘ-�,ﾂ�)8棈�ｨ.)�ﾙmｩ4�7ｨ�ｸ8ｹ9��,ﾈⅸｼhｮ餉X郢�ﾘ,ﾉ�餔Y

(経済産業省) 剔�3セクター 剴X数､年間販売額又は 売場面積のうち､二以 上の項目が減少傾向 等にあることo ※第三セクターは特定 事業計画の大臣認定 が必要 

※　これらは地方自治体向けに用意されたものですが､ P F l事業にも支援されています｡

【地方公共Fl体がP ド l事業を実施する際の国の補助金等の適用状況について】
平成1 4年9月　　　内閣府資料より

国土交通省(地方道環境課)所管の｢交通安全施設整備事業｣による駐車場整備に関して､ BTOで事業を行う場合､ P F l事業
期間にわたる補助金の分割交付が可能となる｡ (B 0 Tの場合は適用事業ごとに検討)
1.分割交付　　　施設整備相当額の補助金をP F l事業期間にわたり分割して交付すること｡

2. BTO Build -Transfer10perate

PFl事業の1手法｡ PFl事業者が施設を建設(BuHd)､所有権を行政に引き渡した(Transfer)後､運営

(Operate)をPFl事業者が行います｡

3. BOT Build-Operate-Transfer

PFL事業のl手法｡ PFl事業者が施設の建設(Build)と運営(Operate)を行います｡事業期間が終了した

時点で所有権を行政に引き渡します(Transfer)0

【事業化に当たっての留意点】
旧自治省から｢地方公共団体におけるPFl事業(自治画　第67号　平成12年3月29日) ｣として通知されております｡
事業化に当たってはこの通知に留意する必要があります｡

●　お問合せ先　　社団法人　日本駐車場工学研究会




